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近代日本の歴史において、「余暇」という主題一又はこの概念がその一部である非労働時間一は、どのよう
に問題化されてきたのだろうか。現在、1970年代とは対照的に「余暇」が社会問題ではないとすれば、問
題の場に歴史的な変容が生じているのだろうか。本稿は、大正期から現在に至るまで、「余暇」の問題構成を
追跡することで、「余暇」をめく傘る問題化の営みと現状の様相について考察を試みるものである。

れた事態は、今では「自由時間の拡大」という
表現に取って代わられる２．また労働／余暇の
二分法が無意味になりつつあるという現状把握
のもとで、「余暇」の死語化を示唆する指摘も
出現し始めている（例えば鷲田[1996])。また、
1970年代に各地方自治体で設置された余暇担
当部門もすでにその多くが廃止されている3．
現在の日本において、問題としての「余暇」は
その消滅に際しているように見える。このこと
は、l970年代における「余暇」の社会問題化
と著しい対照をなし、その位相差によって現状
を特徴づけるものである。
1970年代前半には、中央省庁で余暇専門の

政策部門や財団法人がいくつも成立するとと
もに、「余暇」をめく癖る全国的な意識･活動調査
が実施された。「余暇」とは当時最も重要な社
会問題の一つであり、それは例えば1969年に
刊行された一冊の書物に端的に示されている。
｢講座日本の将来」の第五巻は『余暇時代と人
間』というタイトルが付され、日本社会の現状
と将来に触れた序文で、次のように述べる。即
ち、「この巻は、……社会を取り扱うのが役目
である……本書においては、新しい時代の趨勢

１「余暇」の現状

1998年、一つの法案が提起された。「余暇
活動をより一層充実させるため、国民の間から、
特定の曜日を国民の祝日に指定し連休化させ
ようという気運が高まってきております。……
本案は、このような現状にかんがみ、よりゆと
りある国民の生活の実現に資するため、国民の
祝日に関する法律を改正……するものでありま
す」（参議院[1998])という。いわゆる三連休
法案の成立であり！、ここには「ゆとりある国
民の生活」とともに、「余暇」という問題がア
クチュアルな主題の一環として現出しているよ
うに見える。
だが大勢としては、「余暇」という語はむし
ろ死語と化しつつあるというのが現状であり、
その意味で、問題としての「余暇」は現在、
時代の表舞台から影をひそめていると言えよ
う。２０００年に、財団法人「余暇開発センター」
は「自由時間デザイン協会」(InstitutefOrFree
TimeDesign)に改称したのをはじめ、労働時
間短縮に関してかつて「余暇の増大」と形容ざ
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を最もよく代表している余暇の問題をとりあげ
……余暇時代の動向と課題とを重点的に追求し

， ： ’

た。……まさに現代は余暇時代であり、こうし
た趨勢は……今後ともほとんど確実に進行して
いくであろう｣情水[1969:m])という。即ち、
｢社会」を最も象徴する問題の一つが、1970

年当時は「余暇」であった。引用部の将来予測
のとおり、これ以後「余暇時代」の趨勢は進行
し、労働時間の短縮による相対的な余暇（時間）
の増加や、余暇を重視する生活意識の高揚が見
られ、またいわゆる余暇関連支出も大きいもの
となる。例えば、年間総実労働時間は1960年
の２４２６時間をピークに減少に向かい、l969
年には２２３９時間、1975年には2077時間、
l998年には1868時間にまで短縮され、相対
的な余暇時間の増加を伺わせる。総理府編･平
成九年度「国民生活に関する世論調査」(1997
年）によると、「今後の生活の力点」として「レ
ジャー･余暇生活」を選んだ人の割合は36.2％
で、「住生活」(25.1%)や「衣生活」(16.3%)
など他の選択肢を大きく引き離し、1983年以
来、首位を占め続けている4｡1999年には国
民総支出５００兆８５５３億円のうち、いわゆる
余暇市場（余暇関連の主にサービス業）の規模は
７８兆５６５０億円で15.7%の割合を占め、一世
帯あたりの家計に占める自由時間関連支出の
割合も1990年代を通じて４分の１弱を占めて
いる５．以上の事実が示しているのは、一般に
余暇と目される事象が生活領域において比重を
高めている、という現在の様相だと言えよう。
『レジャー白書』の指摘を待つまでもなく、わ
れわれの日常的直観も、通念の意味における余
暇活動が多様化･豊饒化している現状を支持す
るのではないだろうか。だがしかし、先に触れ
たように、1970年代に各地方自治体で設置さ
れた余暇担当部門の多くがすでに廃止され、ま

た「余暇」の死語化という現状に見られるよう
に、現在、「余暇」が社会問題としての位格を
喪失していることも事実であるように見える。
現在の日本において、日常生活における重
要性に反して、社会問題としての「余暇」の消
滅ということが言えるなら、この現状とはいか
なる事態であるのか。問題の場の歴史的な変容
が生じているのか。消滅と見えることは、̅余
暇」とは名指されない仕方で、それが他の領域
を異にする問題の諸系列に派生的に把持されて
いる可能性を示唆しているのか。だが、問題と
しての消滅という現状の認識がそれとの対比に
おいて依ってたつところの、l970年代におけ
る「余暇」の社会問題化という「事実」もまた、
或る特定の歴史的局面における事態であると
すれば、そもそも近代日本の歴史において＝余
暇」-又はこの概念がその一部である非労働
時間一一とはどのように問題化されてきたのだ
ろうかＯ現状と1970年代との位相差を出発点
に、問題の場の歴史的な変容を考察する際に
要請されるのは、「余暇」という主題が、近代
日本の歴史において社会問題としてどのように
焦点化されてきたのかという問いであり、本稿
はその問題構成の追跡と考察を課題とするもの
である。なお問題構成への照準は、既存の．余
暇」論に対する方法論的な検討の延長上に位置
付くものである6．

２問題としての「余暇」-大正期か
ら１９７０年代まで

近代日本の歴史において、非労働時間に対し
て、「余暇」ないしそれに替わる概念がどのよ
うに問題化され、そこにいかなる意義が見出さ
れてきたのか。また問題化の営みそれ自身が社
会においてどのように存在の場を見出し、いか
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なる効果を担っていたのか。こうした問いに基
づく歴史的な追跡と考察が本章の課題である。
日本語として既に座りの悪い「余暇」とい
う概念を主題の一焦点とする以上、具体的な
追跡の際に、それぞれの時代にいかなる訳語／
原語が選ばれるのかという問題は、関連諸概念
の配置も含めて看過することはできない。「余
暇」とは非労働時間に対する一つの概念であ
り、そうである限り、訳語／原語の問題とし
て<leisure>のみならず<recreation>も考慮
に入れる必要がある7。なお視座としては、①
｢労働」との関係、②問題の場（相関する主体・

領域)、③相関する他の問題系、を設定している。

である。
社会問題として「余暇」が固有に社会調査の
対象となった先駆的事例は、大正後期の大阪市
社会調査課によるものであり、1923(大正12)
年、全２２巻より成る労働調査報告の第19巻
として『余暇生活の研究』が刊行された。公共
的な余暇活動調査としては世界でも先駆的な事
例とされ、その緒言には、「大阪市にとっては
……伝統的の仕事以外に市民の余暇活動を善導
するといふことも重大なる公の職能の一である。
……市民の文化生活はその余暇活動の縮図であ
る。然も余暇問題は人生の三分の一の問題であ
る」とし、大阪市民の余暇生活の調査研究を実
施した意図が表明されている。だが当時、「余
暇」の語を主題に掲げた調査･研究は例外的で
あり】０，本研究の形態も同時期に隆盛を見た一
連の民衆娯楽研究と通底するものであった。
当時、社会問題の中心的な位置を占めてい

たのは、<recreation>の訳語としての「娯楽」
であり、民衆娯楽という問題を形成していた。
｢民衆娯楽の問題は極めて大切なる社会問題の
一部門を形成する……この問題が近時、社会の

枢要課題」（権田[1922:158])となり、文部省
がl920(大正9)年に「民衆娯楽の基本調査」
を、翌1921(大正10)年には「全国民衆娯楽
調査」を実施していた。民衆娯楽は当時の二大
都市である大阪と東京に開花した一種の消費文
化であり、活動写真をその代表とするものであ
ったが11、これに対する調査･研究としての民
衆娯楽論は、「娯楽」の活動調査や娯楽費を含
む家計調査に始まり、「娯楽」の意義を考察し
ていた。
だが民衆娯楽の問題系において、「娯楽」と

は何であり、いかなる意義を担うのか。まず、
｢人間の実生活の上に於て三つの首要なる事実
がある。即ち（一）作業、（二）睡眠、（三）娯

２-１「娯楽」という問題系一大正期
1892(明治25)年刊『日本大辞書』の「よ

･か」という項目に「(余暇）漢語。イトマ。＝
ヒマ」という記述が見られるように、「余暇」
という語は「ひま」と同義（またしばしば同音）
であるとされ、個人の私生活領域に関わる言葉
として、長らく社会問題の対象として政治･社
会的な実践の対象にはならなかった。明治以
降、労働･貧困･衛生問題は早くから社会問題と
なっていた。日清戦争を契機とする産業発展は
都市貧困層の拡大をもたらし、都市下層社会や
貧民窟がルポルタージュによって報告されると
ともに、1900年前後（明治30年代前半）には
工場労働者問題が社会問題として注目されるよ
うになった8°この工場労働者問題が深刻化す
るなかで、1903(明治36)年、農商務省によ
る工場労働事情調査『職工事情』が公刊される
のだが、そこには「ひま」の意で「余暇」の語
が見出されるものの、調査対象の主題やカテゴ
リーとしては登場することはない9．生活関連
の調査項目として、「休憩時間」「休日｣、職工
の「衛生」「住居」「風紀」等が挙げられるのみ
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いう意義を持っている」（大林[1922:7])として、
労働のための再生産･回復という機能へと投げ
返されるだろう。こうして、「八時間の作業に
依って失われたエネルギーと新たに発生した疲
労とを回復する作用」が「娯楽的動作」（大林
[1922:5])とされ12、「娯楽は元気の泉であli)、
活力の源泉である。……今日の疲れを癒やす
ために必要であるばかりでなく、明日の生活の
準備のために必要」（中田[1924:5])だと見な
されるのである。確かに、「娯楽」を労働のた
めの再生産･回復に結びつける見解を「生産中
心の思想｣、即ち資本家階級のイデオロギーと
批判する見方も-権田保之助のように一一
部存在するのだが]3、このことは逆に「娯楽」
がどれほど労働と根深い関係のうちに位置して
いたかを裏書きしていると考えられる。「娯楽」
はそれ自体への積極的な価値を見出されなか･ら、
その周囲はあくまで労働に縁取られており、労
働への機能的な再生産･回復を意義として、基
本的な次元で潜在的に期待されているのであ
る’４．
だが、「娯楽」の特性とは、労働との関係に

よってのみ把握できるものであろうか。むしろ
それを最も特徴付けるのは、「娯楽」に冠され
た「民衆」の語である。例えば、「知識階級と
言われている我等の生活……｣(中田[1924:397])
という表現が示すように、「民衆」の「娯楽」
を問題とするのは知識人であり、知識人による
｢民衆」へのく教化･善導〉という傾斜のうちに

民衆娯楽の問題系は存していた。当時、文化主
義を提唱していた坪内道遥の一節一即ち「文
化主義は……一層広い且つ一段高い教化主義で
もある……。すなわち、文化主義は娯楽、遊戯、
文芸を善用して、民衆に慰安を与え、休養を与
え、彼等を鼓舞し、激励し、その元気を更新し、
力を、生命を、理想を供給する」-を引用

楽」（大林[1922:1])であるとされる。このう
ち「娯楽」は「動作の直接の目的である」（大
林[1922:7])、「人間活動その物に「目的」が
内在して、即ち自目的である場合……ここに
娯楽が成立する」（権田[1922:148])とすれば、
行為の自己目的性が「娯楽」の要素の一つだと
される。そこでは、労働における目的･手段性
との差異化が示唆されている。だが、そればか
りではない。「娯楽」は「単なる慰めや休養で
はない」（中田[1924:2])ものとして、より心理
的･精神的な要素に結び付けられ、人間の本性
に基づく欲求と見なされる。即ち、「娯楽」の
本質は「感覚機関を通じて喚起された精神の満
足」（大林[1922:15])であり、「精神の深い慮
から出て来る欲求であり、人間の本性に基くも
の」（中田[1924:2])である。そして、人間に
はそもそも娯楽を求め、生活を楽しもうとする
｢生活美化の欲求」があり、娯楽を求めるこの
｢享楽生活的態度」は「人間の本然的欲求から
生まれ出ている」（権田[1922:149])と見なさ
れる。そうであるなら、生活における「娯楽」
の意義は大きいはずであり、「幸福な人間生活
に於て娯楽は重要な位置を占めて居ることは、
改めて言う必要のない程のものである」（橘
[1928:2])として、「幸福な人間生活」に関与
深いものとされる。こうして「娯楽」はそれ自
体、満足･欲求･幸福という積極的な価値と結合
するのであれば、自足した意味価を担うのだろ
うか。民衆娯楽の問題系において、「娯楽」は
それ自身の積極的な価値を身にまとうことで存
在の意義を見出されるのだが、そのような一旦
の迂回を経た後に、語源<recreation>との関
係に引き戻されることになる。即ち、「娯楽は
英語のRecreationに当る言葉で、その語源を
尋ねて見ると……Recreatusという動詞で英語
のtocreateanew即ち再び改めて創造すると
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して橘高廣は、「文化主義は、民衆娯楽の結局
の目的でなければならぬ」（橘[1928:9])との
立場を鮮明にする。興行者に娯楽の改善を呼び
かけつつ民間の非営利的な娯楽活動を適宜指導
していくことによって、民衆娯楽の質と存在意
義を高めていくことを主張するのである15°こ
うした教化主義は民衆娯楽論において共有され
る。大阪市の民衆娯楽を自ら調査した大林宗嗣
は、活動写真･演劇･寄席のいずれも内容が低級
で、民衆が遊蕩的気分を煽動されると批判を投
げかけたうえで、「然らば民衆の娯楽として不
健全でもなく、且つ又没交渉でもない様な民衆
娯楽というものを結局どうすれば作ることが出
来るかという問題」（大林[1922:370])を提起
し、社会教育の必要性を唱えるとともに、野天
劇場･公園劇場などの施設を設立することによ
り健全で公共的な娯楽を促進すべきことを提言
している。社会教育に自ら携わる文部省の中田
俊造の場合にも、「近時……娯楽の問題がまた
民衆教化の上に最も意義ある問題として考察さ
れるようになった」（中田[1924:1])とし、社
会教育における「娯楽」の重要性を指摘してい
る16．従来の展覧会･図書館･講演会･寺院教会
などによる社会教育では不十分で、例えば活動
写真や浪花節･剣舞･尺八などを加味することに
よって多数の人々を動員することができ、社会
教育も円滑に行われるとし、学校教育から家庭
生活に至るまで「娯楽」を挺子とした社会の改
善を中田は構想している。「社会事実としての
民衆娯楽」の観察というその立場上、例外的に
民衆文化の自律性を尊重していたとして後年評
価された権田保之助にもまた、現状の民衆娯楽
における低俗性や営利主義への批判のうちに同
様の傾向を看取することができる]7。
このようにして、「娯楽」が「民衆｣への

く教化･善導>という傾斜のうちに問題化される

のだとすれば、そこに浮かび上がってくるの
は、営利主義的な娯楽一言わばく消費〉とし
ての「娯楽」一が民衆の生活を不健全で低俗
なものに堕落させることへの危倶ではないだろ
うか。民衆の娯楽を健全な方向へ導く教化の言
説。そうであるなら、民衆娯楽論とは、大正期
に工場労働者など新興の無産階級が広がるなか
で、〈消費〉としての「娯楽」が浸透すること
への危倶と反作用という、そうした効果を担う
言説として社会に存在の場を見出し、機能して
いたのではないかと考えられる。

２-２「厚生」をめぐる運動と問題一戦時
期
大正期に盛んに問題化された「娯楽」は、
1931(昭和6)年の権田保之助『民衆娯楽論』
を境に議論としては下火になる18．ところが、
時代が昭和に入り、やがて日中戦争が長期化し
ていくなかで、民衆娯楽は「国民娯楽」という
概念に姿を変えて出現する。即ち、「最近に於
ける新しい事態、支那事変によって……「時
局」は、此の民衆娯楽を止揚して、国民娯楽
を生み出そうとしているのである。民衆娯楽よ
り国民娯楽へ！」（権田[1941:1])｡1941(昭和
16)年の権田保之助『国民娯楽の問題』のこの
一節は極めて興味深い事実を示唆している。即

ち、民衆娯楽という問題系の失効と変容、ひい
ては非労働時間をめく、る問題化のより大きな変
容の局面を示唆していると考えられる。では、
そもそも権田の言う国民娯楽とはいかなる概念
であろうか。第一に、国民協同の精神に基づき
全体主義と統制主義に準拠して営まれるべき新
しい健全な娯楽として、国民生活全体の上に成
立すべきものであり、第二に、勤労生産の生活
を基礎として勤労生活の拡充強化のために築か
れるべきものだということである19．一見して
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顕著なことだが、ここには民衆娯楽の問題系と
は大きく異なる様相が看取される20。即ち、全
体主義.統制主義的運営とは、すでにく教化〉
を大きく踏み越えたものであり、また生産労働
への寄与も露骨に第一義的な目的として唱えら
れている。だが、「民衆娯楽より国民娯楽へ！」
という言明に刻印される変容は、さらに大き
な文脈に位置付くものである。国民娯楽の論者
は1942(昭和17)年に『ナチス厚生団(KdF)』
の著者として、1944(昭和19)年には『厚生
運動読本』への参加という形で現れるように、
厚生運動という戦時期の一連の思想的運動に合
流するのであり、国民娯楽の概念とは、厚生運
動論の問題系と符合するものであった。
厚生運動論は、厚生省の誕生した1938(昭

和13)年頃から盛んになりl945(昭和20)年
の敗戦とともに消滅するのだが、その間、国民
の「人的資源の向上」を「究極の目的」として
標傍し、その一環として「余暇の善用」を唱え
ていた。「厚生」とは<recreation>の訳語と
して選ばれた言葉であり、ドイツのKdF(クラ
フト．ドルヒ．フロイデ）やイタリアのOND(ド
ーポ･ラヴォーロ）が、日本の厚生運動の先駆と
して参照されていた。l938年に日本厚生協会
が設立され、翌３９年には第一回日本厚生大会
が開催されて、機関誌『厚生の日本』が刊行
されるとともに、国内各地でも各種の体操や
運動、行進･舞踊･音楽･歩行会その他の活動が
行われていく。以下の引用は、l939(昭和14)
年の第一回日本厚生大会における厚生大臣木戸
幸一による発言である。「戦局の前途を見ます
ると甚だ容易ならざるものがあり……今日の我
が国に於て人的資源充実の問題は実に緊切の問
題であると謂わなければ成りません而して之を
拡充強化する方策は……先ず生活の様式を刷新
し環境を整備し特に余暇の善用ということに意

を用いて再創造を期し心身鍛練する事が最も有
数適切なる方策であると信じます」（日本厚生協
会[1939:6])。日中戦争が勃発した1937(昭和
12)年の後、先行きの困難な長期の総力戦が予
想されていた。こうした事態に対して、「人的
資源の向上｣による戦闘力と銃後労働力の強化
を図り、そのために「余暇の善用」など生活様
式の刷新を通じて心身を鍛練すべきであると.い
うのである。厚生運動論は、国民的規模による
組織的運動の必要性や精神･情操的態度への戒
めを強調しながら、常に「人的資源の向上」や
｢余暇の善用」を繰り返し主張していた。「再創
造を期し心身鍛練することが最も有数適切なる
方策である」というように、ここでは「余暇」
は完全に労働に資するためという目的論的な観
点で把握されている。
厚生運動論が声高に唱えられた前年の1938
(昭和13)年には国家総動員法が制定され、政
府が経済と国民生活全体を直接統制する権限を
獲得している。並行して国民精神総動員運動に
よる日本精神高揚や、産業報国会の結成、農民
の再組織など、国民諸組織を動員する体制が計
画されている。こうした事実は、当時、食料や
日常品など国民生活への負担が急増していたこ
とをも裏書きしている。だが、「余暇」がI̅発
見」されるのはこのような困難な時である。考
察の対象として、あるいは調査対象としてI国
民生活」が「発見」されるのもまた同時期の
ことである。例えば、大河内一男に代表され
ろ「国民生活」論が展開ざれ21、またl941(昭
和16)年には最初の「国民生活時間調査」（日
本放送教会編）が実施されている22。「余暇」の
｢発見」とは逆説である。「余暇」など無いほど

国民生活が圧迫を受けているからこそ「余暇」
の重要性が「発見」され、だが同時に、「再創
造」によって一層の労働に資するべく「余暇」
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よく組織されよく運営されたレクリエーション
{recreationl運動は、この問題の解決を実質的
に助けるであろう」２３-に示されるように、
今や非労働時間としての「余暇」をめぐる社会
問題は、「レクリエーション」の問題化へと展
開したのである。
日本レクリエーション協会設立と同じ1947

年、第一回全国レクリエーション大会が金沢市
で国民体育大会と並行して開催され、以後、第
二回を福岡市、第三回を東京都と都道府県を変
えながら毎年開催されることになる。「レクリ
エーション」をめく、る運動と問題化は、主に文
部省の主導する社会教育や社会体育の一環とし
て、当初は地域や学校など様々な領域で、やが
て1960年代を最盛期として「職場」を中心に
集約されていくのである。「レクリエーション」
とは具体的にいかなる活動を指すのかと言えば、
先駆的な紹介によると、軽スポーツ、素人スポ
ーツ、素人演芸、フォーク・ダンス、ゲーム･パ
ーティが想定さうれており２４、例えばダンスは

広範囲で実践されていた。
だがそれにしても、「レクリエーション」

をめぐる問題系において、「しクリエーシヨ
ン」とはいかなる意義を担うものであるのか。
<recreation>の訳語として-もはや大正期
の「娯楽」や戦時期の「厚生」ではなく-
「レクリエーション」が主題とされている以上、

やはり労働のための再生産･回復が意義として
強調されるのだろうか。「レクリエーションは、
苦痛をともない、精力を消耗する、勤労の反面
の生活であって、喜びをともない、精力を再創
造する人間の生活行動である」（白山[1949:9])
という規定には、「再創造」即ち労働のための
再生産･回復の要素が強く出ているように見え
る。だが、一見些細なことだが興味深いのは、
<recreation>の訳語として従来の-「娯楽」

の切り詰めが要請される。「……戦時国民生活
の中では、余暇の介在する余地はない訳であ
る。戦時国民生活にとっては、余暇の献納が必
要なのである」（篭山[1943:2421)といった主
張が示すように、「余暇の介在する余地はない」
からこそ逆に問題として「余暇」が「発見」さ
れ、「善用」の対象としても見出されるのであ
る。厚生運動論において「余暇の善用」が唱え
られるとぎ、「余暇」とは、国民生活に残され
た活用可能な僅かな時間として発見された時だ
ったのであり、「余暇」への言及は翻って「勤
労」の重要性に主題が収數していくことになる。
だが戦時期の厚生運動は、敗戦とともに消失す
ることになる。

２-３「レクリエーション」の運動と問題
一戦後期～1960年代
l945年のポツダム宣言受託を機に、GHQ

による民主化をはじめとして、戦時期の日本に
対する一連の変革とともに戦後復興が進行して
いた。その最中の1947(昭和22)年、ここに
もまた一つの変容を刻印する出来事が生じてい
た。厚生省体力局体育課に事務所を置く日本厚
生協会に代わって、財団法人「日本レクリエー
ション協会」が設立され、その事務所が文部省
体育局振興課に置かれることになったのである。
このことは、運動と問題系の中心が「厚生」か
ら「レクリエーション」へと変容を遂げたこと
を端的に示している。当時のGHQ･CIEの一
担当官の言葉一即ち、「日本という船がデモ
クラシーという新しい目標をうち立て新しい航
路に出航して以来、……まず自由の増大、殊に
婦人の自由の増大、次に大多数の人人について
余暇[leisurelの増大ということが起ってくる。
この自由の適正な指導とこの余暇の適正な使用
とが第一に解決されねばならない問題である。
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●

も「厚生」の場合も-「リクリエーション」
●

という仮名ではなく、この時期に初めて「レク
リエーション」が流通するという事実である。
この点に関して、「RECREATIONという字は
……再創造の場合は、リクリエーションと書き、

遊戯、娯楽の場合には、レクリエーションと書
くべきである」（白山[1949:101)との言及が見
られるように25、「しクリエーシヨン」は「再
創造」より以上のものとして意義を付与され
るだろう。「レクリエーション」とは、「日々の
生活を楽しくし、生くることを楽しくし、人生
を有意義たらしむるもの」（白山[1949:178])で
ある、「生活を楽しくし、生きがいを感じさせ
ること……労働以外のもので、わたくしたちが
喜んでやり、……生活を幸福にしていくもの」
(文部省[1952:2])である、「創造的、自発的な
もの、そして生活を明るく、楽しく、豊かにし、
明日への生活の精神的エネルギーを絶えず呼び
さましてゆくもの」（加藤[1962:1])であると
されるのだが、ここで共通して浮上してくるの
はく生活を楽しく〉という趣旨である。これは、
｢再創造」に還元されないのみならず、労働と

の関係をさしあたり越えていることが重要であ
り、このことと相関して、「レクリエーション」
は社会教育の一環として、学校教育に限らず地
域社会の様々な領域で実践されるのである26。
例えば、社会教育の一環として、文部省の推進
する社会体育は、自由時間における「自発的」
で「生活を豊かにし、健全な楽しみを与える」
活動として、「レクリエーション」を主導する
ものであった（文部省[1960:17])。
だが1950年代以降、「近年職場におけるレ

クリエーション問題がまじめに考えられ始め
て、いろいろの試みがなされるようになった」
(文部省[1952:15])という指摘に見られるよ
うに、「レクリエーション」の領域は学校等よ

りも「職場」を中心としたものになる。そし
て「職場」という領域が舞台である以上、「レ
クリエーション」はより特定化･積極化され
た形で労働との固有の結びつきを回復するこ
とになるだろう。即ち、「職場レクリエーショ
ン」は、「人間的接触を深め、職場における人
間関係を回復し、改善してゆく上で寄与し得
る」（加藤[1962:30])、「働く人びとの福祉だⅢけ
でなく、生産の能率やその基盤である人間関係
の改善に役立つ」（文部省[1960:22])とされる
のである。l960年前後において、「人間関係」
(HumanRelations)は、労務管理をめく傘る主題
の一つとして、特別な重要性を帯びていた:(加
藤[1962:28])。引用部が示唆するように、「人
間関係の改善」が重要なのは「生産の能率」の
向上と結びつくとされるからであり、まさにこ
の点で「レクリエーション」は「職場」に存在
の場を見出したのである。
それにしても、「職場」における「レクリエ

ーション」の実践･運営はどのように想定され
ているのだろうか。それは、一方で、レクリエ
ーション協会が「レクリエーション」の普及の

ために育成する指導者（ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ﾘｰﾀﾞ・-）を媒介
としたものであり２７、また他方、運営の基調
としては、「職場のレクリエーションは一部の
者に独占されてはならないし、また強制される
ような性質のものではないから、そのいろいろ
の計画はだれでも喜び進んでこの計画に加わる
ような準備が必要である」との言及が示すよう
に「民主的」な全員参加が想定された（文部省
[1952:16])。やがて、「労使協調型が望ましい」
と言われるなど、「職場レクリエーション」は
企業組織の一側面として、また労務管理として
の性格を強めることになる。1960年代、日本
型経営と言われる企業組織が高度経済成長を駆
動するなかで、「レクリエーション」とは「職
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省の外郭団体「余暇文化振興会」が設置された。
まさにこの時期、「余暇」は時代の最も重要な
社会問題の一つとして、政策的実践と言説の対
象になったのである。
この時期に「余暇」はなぜ社会問題とされる

のだろうか。「今日、余暇は大衆のものとなっ
た……余暇は波状的に拡大しており、それが人
間生活に及ぼす影響は想像以上のものがある」
(梅村[1974:10])という言及が示すように、あ
るいは大衆余暇＝マス・レジャー、余暇時代、
余暇社会の語が示唆するように、いずれも広く
大衆が「余暇」を手にしつつあることへの驚き
が看取される。「余暇」は<leisure>を原語と
する点で、leisureclass=「有閑階級」のよう
に、やや特権的なニュアンスを含むことが背景
にあるのだろう。「かつては僧侶、貴族、後に
資本家など一部の特権的「余暇階級」が独占し
ていたレジャーは、大部分の人々にとって、手
の届くものになりつつある。……これがいわゆ
るマス･レジャー現象である」（霧生[1969:142])
というのである。「余暇」(leisure)の社会問題
化の背景には、l960年の年間2426時間をピ
ークに1969年に2239時間、1975年に2077

時間という労働時間の短縮化や、関連する週休
二日制の導入等が想定される。
だがそれにしても、「余暇」をめぐる問題系

において「余暇」とは何であり、いかなる意
義を担うのだろうか。<leisure>という原語と
の関係上、<recreation>とは異なり、労働と
の関係から離れた積極的な価値を付与されるの
だろうか。例えば『余暇のすすめ』と題する一
冊においては、「日々の「労働」や「仕事」や
総じて職業生活を、人間的なもの、個人の主体
的･個性的なものに再編していくための活動が、
正しくは余暇とよばれる」（大河内[1974:193])
として、労働をより主体的･個性的なものに質

場」の人間関係をとおして生産効率の増進に資
するものとして存在の場を見出していたと考え
られる。日本社会が戦後復興から高度経済成長
を経る過程と並行しつつ、非労働時間をめく､る
社会問題としての「レクリエーション」は、学
校や地域社会から「職場」に中心を移していっ
たのである。だが1970年代に入ると、「レク
リエーション」という主題は、コミュニティ施
策や高齢者福祉など地域社会に姿を拡散するこ
とになる。

２-４「余暇」をめく噸る問題と社会-1970
年代
１９７０年頃、近代日本における非労働時間を
めぐる社会問題は、一つの画期を迎える。本稿
の冒頭で触れた『余暇時代と人間』が１９６９年
に刊行され、１９７０年代前半にかけて「余暇時
代」や「余暇社会」の到来が広範に主題化さ
れた。かつて大正期以来、非労働時間に対する
問題化は-「娯楽」「厚生」「レクリエーショ
ン」のいずれも-原語として<recreation>
を主題に展開されてきたが、１９７０年頃のこの
時期初めて、<leisure>に固有の訳語として
｢余暇」が主題となる28｡1970年は、「人はす
べてレジャーに対する権利を有する」（第一条）
として、「レジャー憲章」が制定された年でも
ある。１９７１年に総理府は「余暇に関する世論
調査」を、日本経済新聞社は「余暇活動に関す
る調査」を実施し、翌７２年には国民生活セン
ターが「余暇満足調査」を行うなど、全国規模
の「余暇」活動･意識調査が実施された。国政
レベルでも、１９６８年の国民生活審議会による
中間報告「余暇問題の現状と将来の方向」を先
駆に、７２年には経済企画庁に「余暇開発室｣、
通産省に「余暇開発産業室」とその外郭団体
「余暇開発センター」が設置され､７４年に文部
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的改善する契機として「余暇」の意義が規定
されている。主題は「余暇のすすめ」だが、再
生産･回復とは内容的に異なるものの、やはり
労働の側に潜在的な重要性が置かれており、初
期の「余暇」論にはこの傾向があると言えよ
う。だが、「近年における余暇欲求の著しい増
加は……職場における仕事から失われた人間性
の回復の欲求、あるいは生きがいの模索に根ざ
したものである」（経済企画庁[1973:3])、「現
代社会の機械化、管理社会化が進めば進むほ
ど、そこでの人間性の喪失が問題となり、個人
が歯車化、非個性化の状況から脱却して、人間
性、個性、主体性などを取り戻す場面を新たに
作る必要がある。余暇の時間や場面にそれが期
待されるようになった」（松原[1977:15])とい
うように、「余暇」を主題とする議論は多くの
場合、現代社会の労働疎外から人間性を回復す
る場として「余暇」の意義を見出している29．
一見すると、労働疎外からの人間性の回復と

は、労働のための再生産･回復、あるいは労働
の質的改善の契機、といった従来の観点と大
差が無いように見える。だがやや仔細に検討す
ると、従来の観点はいずれも-「娯楽」「厚
生」「レクリエーション」など-労働に従属
するものとして、最終的な審級は労働の側にあ
ったのに対して、ここで初めて「余暇」は労働
と、「人間性」の疎外／回復される場として共
通の平面で問題とされているのである。それは
この時期に登場する、〈仕事と余暇のどちらに
生きがいを求めるか〉という意識調査の質問に
おいて30、「余暇」と仕事が「生きがい」とい
う共通の平面で並置されることと同形の構造で
ある。非労働時間として近代日本の歴史で初め
て、<recreation>ではなく<leisure>を原語
とする「余暇」は、この時期に初めて労働に従
属せず相並ぶ位置価を占めるのである。

そればかりではない。「余暇」という問題に
固有の性質は、「余暇」が「人間性」「主体性」
｢個性」など個人の主体性に属する要素と結び
付けられるという点である。それは「最も個人
の主体的な選択にまかされた時間であり、個人
の人格が最も自由に発現される場」（経済企画庁
I1973:4])であると見なされる。こうして、ｒ余
暇」を個人の主体性の自由に属すると見なす傾
向は、やがて「個人の裁量にゆだねられた自由
な自己実現の場」（同）というように、「自己実
現」の意義の強調に展開していくだろう。即ち、
｢余暇は何のためにあるかと考えたとき、最終

的には個人の自己実現のためにある……多くの
人々は余暇の場でこそ、自己実現をめざして．活
動することが望まれる」（瀬沼[1983:27])とい
うように、「自己実現」の意義が反復的に強調
されるようになる。
だが、そうであるなら、即ち「余暇」が個人
の主体性の自由に任され、「自己実現」の場で
あるとするなら、いかにして「余暇」が社会問
題であり得るのだろうか。個人の自由に任され
るのであれば、なぜく何をしてもよい＝自由時
間>、あるいはく何もしなくてもよい＝休憩時
間〉に還元されずに、例えば行政の一環として
経済企画庁編『余暇社会への構図』が構想され
るように、「余暇」は政策的実践の賭金とされ
るのだろうか。興味深いのは、先の引用部一一
｢最も個人の主体的な選択にまかされた時間で
あり、個人の人格が最も自由に発現される場で
ある」-に続く、「したがって個人の余暇時
間は個人の自由な裁量にまかされるべきもので
あり、何人といえどもこれに干渉すべきもので
はない」（経済企画庁[1973:4])との言明である。
これは、「余暇」を政策課題の賭金としなかち
自身がそれを掘り崩すというパラドキシカルな
言明であり、実際このことと相関して、この時
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ものとして社会に位置付ける、そのようなイデ
オロギー的効果を果たす言説として作動し得た
のではないか3'。こうして社会問題としての
｢余暇」は、強制的な具体的実践を伴うのでは

なく、「自己実現」を意義として身にまとうこ
とで、社会に存在の場を見出していたと、この
ように考えられるのである。
だが１９８０年代に入ると、本稿の冒頭で言及
したように、「余暇」という問題は時代の表舞
台から急速に姿を消し、現在では死語に近い状
態にまで自身を艇めるのである。本稿の問いと
考察が自身の端緒を置いた「余暇」の現状につ
いて、追跡と考察を試みることが次節以降の課
題である。

期に中央省庁周辺や地方自治体に「余暇」専門
の担当部門が多く開設されたにも関わらず、少
なくとも「干渉」に値する「余暇教育」等の具
体的実践が行われなかったように見えるのであ
る。
だがあらためて、そうであるならなぜ「余

暇」が社会の問題として、語られる必要がある
のだろうか。語られるその必然性を推察するな
ら、そこには「余暇」（の増加）に対する潜在的
な危愼が浮かび上がってくるのではないか。先
に引用した『余暇社会への構図』は、「最もあ
りそうなことは……商業宣伝の攻勢によって大
衆の欲望が一方的に秩序化され、商業レジャー
の急速な肥大化が進むことであろう」とし、深
刻な場合には「スリル、セックス、スピードに
象徴されるようなセツナ型のレジャーや……麻
薬的なレジャーが氾濫する可能性」（経済企画庁
[1973:49])をさえ悲観的に危倶している。こ
の「商業レジャー」への現状批判や危倶は、例
えば大河内[1974:106]など他の議論にも散
見されものであり、この事態を仮想敵とする
潜在的な危愼こそが、主体的で有効な活用を促
進すべく「余暇」を社会問題の主題としている
のではないかと考えられる。そうであるなら、
｢余暇」の意義として語られる「自己実現」と
は、強制的な政策実践ではない仕方で、商業レ
ジャー等に危倶される堕落傾向に歯止めをかけ
る、イデオロギー的効果を果たす一つの装置だ
ったのではないか。「自己実現」とはたしかに、
システムの経済成長の論理と相同的な形式を帯
びているのかもしれない（内田[1996])。だが
それはまた、主体の自己発展的傾向を含意する
ことで、〈何をしてもよい＝自由時間〉という
無秩序･堕落への方向性と、〈何もしなくてもよ
い＝休憩時間〉という無価値･無駄への方向性
との双方を塞ぎ、「余暇」を健全かつ創造的な

３問題の消滅あるいは拡散？-１９S０
年代以降から現在へ

1980年代に入ると、例えば各地方自治体の
｢余暇」担当部門の多くが廃止されるなど、「余

暇」の語を冠する議論や政策が激減し、「余暇」
という主題は社会問題としては急速に姿を消し
ていく。だが、「余暇」という問題は字義どお
り消滅したのだろうか。視座の焦点を「余暇」
の語に置く限り、問題の消滅のみが看取される
にせよ、冒頭で触れたように、日常生活におけ
る重要性を認めるならば、むしろ「余暇」とは
異なる呼称のもとに他の問題の諸系列として派
生的に問題化されている可能性を想定できない
のだろうか。
興味深いことに、l980年代半ば以降、「余

暇」との関連に言及しつつ現れる主題が、相次
いで問題の場に浮上する。即ち、「消費」「自由
時間」「ゆとり」である。まず1980年代に入り、
｢消費」という主題が目につき始める。代表的

な消費社会論として、翻訳の刊行された『消費

｜
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社会の神話と構造』(Baudrillard[1970=1979])
が広汎に流布し、また『柔らかい個人主義の
誕生』（山崎[1984])、『消費社会と権力』（内田
[1987])等が出現する。日本の消費社会論の多
くが典拠とするBaudrillard[1970=1979]は、
消費社会において、自由な時間の浪費が本来可
能な「余暇」の領域が、生産システムの機能的
な関数として、「消費」の内部に組み込まれた
現状（｢余暇の悲劇｣）を批判的に指摘している。
それは、「余暇」＝〈自由な時間の浪費〉と
｢消費」＝〈モノの消費／貨幣の使用〉の差異
に触れながら、「余暇」を吸収したとして「消
費」を語る言説でもあると言える。だがこうし
て「消費」が語られるとき、そこで掬い取られ
ることのない「自由な時間」は沈黙に付される
のだろうか。
実は1980年代後半以降、『自由時間新時代』
(津端[1989])、『自由時間』（内田[1993])な
ど「自由時間」を冠する害の公刊が相次ぎ、冒
頭でも触れたように、かつて「余暇の増大」と
言われた表現は「自由時間の拡大」に姿を変え、
また２０００年に「余暇開発センター」は「自由
時間デザイン協会」へと改称する。そうである
なら、「自由時間」は「余暇」の語に取って代
わったのだろうか。「自由時間」をめぐる議論
は、労働の反対概念としての性質をもつとして
｢余暇」と自身を差異化し、「自由時間」を「余

暇」に還元されない概念として自己規定を行う
(内田[1993:7])。だが興味深いことに、「自由
時間」はその時間としての規定性からか、「自
由時間は基本的には労働時間の短縮（時短）に
よって実現する」（内田[1993:9])というように、
翻って労働時間との対照の位置に自らを置き、
かつて「余暇」に付与された「自己実現」等の
意義の側面については、削ぎ落としてしまう。
おそらく、「自由時間」は「余暇」の時間的な

カテゴリーの側面を純化した形で継承している
にすぎず、従って「自由時間」の意義付けに関
して多くの言葉を招くことはないように見える。
「余暇」に付与された意義の側面については、

現在では<leisure>を「ゆとり」と捉えるべ
きだとの指摘がなされるように（西野[1999])、
｢ゆとり」という問題のほうが近いのではない

か。実際、「余暇」という問題の終末期に当た
るl985年に、「人間が幸福を求めて生きてゆ
くためには、ある程度の“ゆとり，，が必要であ
る。……その“ゆとり”を、いわば“余暇”と
いってもさしつかえないのではないだろうか」
(傍点原著者）（一番ヶ瀬[1985:3])と、「ゆとり」
と「余暇」を互換的に用いる言明が見出され
る。l989年には東京大学公開講座で「ゆとり」
が主題となり（蓮見[1989])、1980年代後半
以降、『｢ゆとり」時代のライフスタイル』（飽
戸[1989])、『ゆとりと豊かさ』（通産省[1990])、
『ゆとり社会の基本構想』(1991)など「ゆと

り」は社会問題として時代の表舞台に出現する。
｢ゆとり」という主題はしばしば「豊かさ」と

連関しながら、「ゆとり教育」や「ゆとり社会」
など、学校教育から労働の場に至るまで社会
の様々な領域で政策目標の一端とされるのであ
る。本稿の冒頭で触れた三連休法案にも、「余
暇」の充実とともに、「ゆとりある国民の生活」
が立案理由として言及されていた。
だが政策課題とされるにもかかわらず、「ゆ
とり」ほど社会問題として漠たる主題は少ない
であろう。「ゆとり」をめぐる議論は、「多分に
主観的な判断に属するもの」（蓮見[1989:26])
として、自ら「ゆとり」の無規定性に戸惑いを
隠せず、再考を試みる。この点でも「余暇」を
めぐる議論と似て、論じる主題自体が何かにつ
いて論じる営みが自身の言葉を積み重ねるので
ある。だが、「物質的な豊かさが実現した今日、
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としての「自己実現」と異なり、発展的傾向の
傾斜が平らかに無化されている。そして何より、
｢余暇」が-非労働時間の概念として-依
然として労働との関係概念であるのに対して、
｢ゆとり」はもはや労働との直接的な関係から
は離脱している。「ゆとり」は、「余暇」と関わ
りながらも異なる問題系として、1990年代の
社会に存在の場を見出しているのである。
以上のように、1980年代半ば以降、「消費」
｢自由時間」「ゆとり」など問題化される主題
のどれもが、「余暇」との関わりを一面宿しな
がらも、「余暇」に相当する位置価を占めるこ
とはない。換言すれば、「余暇」という問題が、
社会問題としては消滅したと見えるとすれば、
それは、「余暇」と名指されない問題の諸系列
として、これら「消費」「自由時間」「ゆとり」
等の諸問題によってそれぞれ別様に把持されて
いるということを示唆しているのではないか。
問題の消滅であるよりは拡散であるのか。近
代日本の歴史において、<recreation>の訳語
としての「娯楽」「厚生」「レクリエーション」
や、<leisure>の訳語としての「余暇」は、従
属であれ対等であれ、常に労働との関係におい
て位置を占めており、また非労働時間をめぐる
社会問題として、各時代に一つ代表的な概念が
存在していた。だが「余暇」という問題が表舞
台を退き、l980年代以降にはじめて、「消費」
「自由時間」「ゆとり」へと問題の場が拡散し、
<recreation>や<leisure>に相当する問題が
一義的に確固たる自身の場をもたない状況が
生じていると言える。1980年代以降における
「余暇」の消滅とは、問題の場の歴史的変容を

示唆しているのではないか。本稿の冒頭で触れ
た「余暇」の現状とは、以上のような局面の内
部に位置しているのだと考えられる。

……今後においては……真にゆとりに満ち、豊

かさの実感できる社会を実現することが求め
られている」（通産省[1990:21])として、『ゆ
とり社会の基本構想』は「ゆとり」とは何かの
規定を呈示している。即ち、「ゆとり=f[(経
済的ゆとり＋時間的ゆとり＋空間的ゆとり）×
(精神的充足度)］＊関数(f)は各個人に依存
する程度を指す」として、総体として「心の豊
かさ」がもたらされている状態だと規定されて
いるが32、ここでも最終的には「精神的充足
度」という「個々人の主観的な問題」に基づく
ことが示されている。従って興味深いことに、
｢節度のない豊かさを追求すれば、客観的な条

件が同じであったとしても「ゆとり」の実感
に乏しい」以上、最終的には、「自ら「ゆとり」
を選択する賢明な生活者でなければ、「ゆとり」
を享受することはできない」（通産省[1990:4])
とされるのである。こうして「ゆとり」という
かくも奇妙な主題は、一方では政策的次元の賭
金とされながら、最終的には諸個人の主観的事
情に依存するものとして、1990年代以降、社
会問題の中核的な一座を占めている。主題とし
てのこの漠たる暖昧さは、労働との直接的な関
係を離れており、職場など特定領域に限定され
ずに学校教育をはじめ社会の様々な領域で問題
とされることと、無縁ではないのだろう。
このような検討を経由する限り、「ゆとり」

という問題は、「余暇」の意義との近似の指摘
にも関わらず、少なからず異なる問題系のうち
にあることが看取される。「ゆとり」という問
題は、学校教育から労働の場に至るまで社会の
様々な領域で主題とされる点で、「余暇」とい
う問題よりもはるかに広く実践的な課題となっ
ている。また「ゆとり」は、「心身に余裕や落
着きが感じられ、精神的に余裕のある心の豊か
さ」（通産省[1991:5])とされ、「余暇」の意義
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４問題と含意 な」方向性を指示するのである。そうであるな
ら、近代日本における「余暇」の問題構成をと
おして見出すことのできるものとは、個々の時
代において、「余暇」という言わば空虚で居心
地の悪い存在に、意義を付与し秩序を与えるこ
とを試みるく社会〉の姿の一端ではないかと考
えられる。個々の時代の問題構成は、時代に固
有のく社会〉の姿を映し出し、またそこにはよ
り良き生(well-being)に関する時代の想像力
の一端を看取することができるのではないか。
第二の問いについて、<recreation>として
の「娯楽」「厚生」「レクリエーション」の問
題系は、いずれも程度の差はあれ、再生産Ⅷ回
復という意味で労働に従属する傾向が強く、①
1970年代前半、<leisure>としての「余暇」
が初めて労働と対等な位置価を有し、②l980
年代、問題の拡散において労働との直接的な
関係から離脱するのだとすれば、本稿が確認し
たのは、近代日本の歴史において、社会問題と
しての非労働時間が、労働との従属関係を離脱
していくその変容の過程であると言える。そう
であるなら、残された問題は、②1980年代に
おいて、問題の場が「余暇」から「消費」「自
由時間」「ゆとり」へと移行するとき、つまり
<recreation>や<leisure>に相当する問題が
一義的に確固たる場をもたない状況となるとき、
そこにはいかなる歴史的変容が生じているの
か、ということである。裏を返せば、大正期か
ら1970年代まで、<recreation>や<leisme>
に相当する問題が一義的に確固たる場をもっ
ていたというのはいかにしてなのか。推測を
とおして答えではなく問いを、結論よりも問題
を提起するなら、一方では、非労働時間をめぐ
り<recreation>や<leisure>が一義的に問題
化される磁場として、それが労働との関係にお
いて問題化されていた以上、労働の位置に関し

本稿は、近代日本の歴史において、大正期
から1980年代以降の現在まで、非労働時間に
対する社会問題として、「余暇」ないしそれに
替わる概念がどのように問題化されてきたのか
を追跡し考察の対象としてきた。そこには、大
正期の「娯楽｣、戦時期の「厚生｣、戦後期～
1960年代の「レクリエーション｣、1970年代
の「余暇」のように、各時代に固有の問題構成
が浮かび上がってきた。そして「余暇」の現状
が、問題としての「余暇」の消滅に見えるとす
れば、それは、「余暇」とは名指されない仕方
で、「消費」「自由時間」「ゆとり」等の諸問題
の系列によってそれぞれ別様に把持されている
のではないかということを呈示してきた。
以上の追跡と考察をふまえたうえで、新た
に提起される問題についてその含意を予測的
に素描することにより、本稿を閉じることに
したい。本稿が逢着するのは次の二つの問題で
ある。そもそも、近代日本における「余暇」な
いし非労働時間をめく識る問題化の営みを概観
したとき、問題として言語化される「余暇」と
は何であったのか。また、大きな転換点が、①
<recreation>から<leisure>への間の1970
年代前半と、②<leisure>=「余暇」から問
題の拡散への間の1980年代、の二点であると
すれば、それは何を示唆しているのだろうか。
第一の問いについて、暫定的な見通しから

言えば、近代日本における「余暇」の問題化の
営みは、程度や色調の違いはあれ、(a)「余暇」
を無駄や空虚の場として語らない、(b)<消費〉
への危倶や嫌悪を示す、という点で共通してい
るように思われる。即ち、(a)「余暇」に何か
生産的で有意義な意味を与え、(b)商業的な娯
楽やレジャーに対して危倶や嫌悪を示し「健全
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計に占める自由時間関連支出は、総理府編(1999)
『観光白書』のデータによる。同資料によると、

1999年の一世帯当たりの年間消費支出は387万
6091円で、そのうち自由時間関連支出は91万
７９０２円で割合は２３．７％である。ちなみに1995
年が23.5％、1996年は23.4%、1997年は23.8
％、1998年は23.4%となっている（総理府編
Il999:191)。

(6)「余暇」をめく醗る問題構成への照準は、「余暇」
とは何かという本質規定の営みを反復する既存の
余暇論(leisuretheory)に対して、その内閉的傾
向をく歴史〉という経験的な地平に開く批判的な
試みでもある。その具体的な展開については小澤
[2001]において、1970年代日本の余暇社会論に
主題を限定しつつ、既存の「余暇」社会学への批
判的検討を重ね合わせる形で、考察を試みている。
(7)両者は英語圏でも近似の概念として互換的に使
用されることが多いとされるが、一般的通念とし
ての両者の差異は、<recreation>には目的･必要
性の含意が伴い、労働のための回復（再生産）な
ど労働と不可分の関係にあるのに対し、<leisure>
は労働からより解放された自足的な概念であ
り、無為の自由のような含意ももつ、とされる
(Rybczynski[1991:224])。本章では、それぞれ
の時代において、原語の語感を背景に、どのよう
な訳語が選択され社会問題としてその存在と位置
を有するのかという点に留意している。

(8)同時期における労働争議の急増を受けて、政府
は一連の工場調査を開始し、1897(明治30)年
農商務省商工局編『工場及ビ職工二関スル通弊一
斑』、1902(明治35)年『工場調査要領』、そし
て1903(明治36)年に『職工事情』が公刊される。
いずれも工場法を見据えて実施されたものであり、
特に『職工事情』は、l911年の工場法成立にとっ
て基礎的な資料を提供した。
(9)例えば次の事例を参照。「工女の書信について

て考察が要請されるであろうとともに、また他
方、1980年代の歴史的変容については、「消
費」が生産システムに馴致される消費社会と言
われる局面とどのように関与しているのかとい
う問題が想定されるだろう。こうした問題に対
する立ち入った考察は当面本稿の枠を越えると
しても、<recreation>や<leisure>など非労
働時間をめく、る主題をとおして近代日本を再考
するという課題は、本稿がその試みの一つであ
るものの、なお展開されるべき主題として今後
に開かれている。

注
(l)三連休法案に関しては、引用部の後段に、「余
暇活動の活発になることにより経済的な波及効果
も期待される」とあり、経済活性策の一面が確認
されるものの、同時にそのような言明に「余暇」
のカテゴリーが介在することが、ここでは興味深
い事実として取り上げている。
(2)例えば、以下を参照。労働省労働基準局編
(1999)『労働時間ハンドブック』,37．

(3)牧野暢男(1994)「余暇生活の条件づくり(4)」
『余暇生活論』有斐閣，225°

(4)またNHK国民意識調査(1998)によると、〈仕
事と余暇のどちらを重視するか〉（国民全体）とい
う趣旨の質問に対して、「余暇志向」が３６％で最
も高く、次いで「仕事･余暇両立」の３５％、「仕事
志向」の２６％の順となっている。同調査における
1973年から５年ごとの時系列変化を見ると、「仕
事志向」は一貫して減少、「仕事･余暇両立」は一
貫して増加、「余暇志向」は若干の増加という傾向
が見られる。
(5)国民総支出に占める余暇市場の規模･割合につ
いては、余暇開発センター編(1999)『レジャー白
書2000』，６６を参照。また、一世帯あたりの家
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一巻であった事実も、民衆娯楽論における「娯楽」

と労働の関係と符合するように見受けられる。
側活動写真の利用によっていかに民衆を教化でき
るかついて論じた「教育映画問題」という論考も、
こうした橘の立場を端的に示している。

⑱引用部の次には、「文部省においても……娯楽
改善の急務なるを認め、これが基本調査と実際運
動に着手し、……中田君によって本問題に関する
研究の発表を見るに至ったのは真に喜ばしいこと
である」（中田[1924:1])とあり、「民衆娯楽の基
本調査」(1920)など文部省の実践が「娯楽改善
の急務」によるものであることが示されている。

(I刊例えば次の引用部を参照。「私とても今日の
民衆娯楽を全然結構なものだとは思って居ない。
……此の営利主義は……娯楽需要者である民衆の

生活を脅威し、彼等の娯楽の性質を決定して、所
謂低級な卑俗な程度に停滞せしめ、且つ供給する
ことに営利的な低級な娯楽を以てしているのであ
る」（権田[1922:164])。権田はこのような立場
から、民衆娯楽の改善を期すならば、供給者の側
の営利主義をまず問題にすべきだと主張している。

⑱後年には、例えばl934 (昭和9)年の中田俊
造『教育上より見たる娯楽と休養』や1938(昭和
13)年の上田久七『都市と農村の娯楽教育』が目
につく程度である。

側国民娯楽の機能としては、①疲労回復により生
産力の増進に資するという意味で「慰楽的」であ
ること、②明日への創造的な力が創出されると‘ユ
う意味で「厚生的」であること、③国民文化の向
上の契機となるという意味で「文化的」であること、
という三点が指摘されている（権田[1943:20]|．
①と②は労働への寄与であり、③は健全な娯楽と
いう意味で、国民娯楽の理念と符合している。

剛権田保之助のいわゆる「転向」問題については、
鶴見俊輔が1970年代において、これを批判的に
取り上げている。戦時期における日本の祭の大き

は彼らはおおむね文字を解せざるのみならず、執
業の余暇乏しきを以て信書を発すること少なく、
稀にやむをえざる事故あるときは事務員らに依頼
す｡」([1998]『職工事情』上岩波書店,275.)引
用文中の「余暇」とは「ひま」の意だと解される。
00)奇しくも翌1924(大正l3)年に、ヴェブレン
の''TheTheoryoftheLeisureClass"(Veblen
[1899])の本邦初訳が『有閑階級論』（大野信三
訳）として刊行されている。leisureclassが「有
閑階級」と訳されているのが内容的にも妥当であ
るとすれば、このことから同時に、内容と訳語の
両方の点において、<leisure>が(<recreation>
に比して）やや特権的なステータスも含意するこ
とが看取される。

(ll)文部省の一員として社会教育に携わる中田俊造
は、『娯楽の研究』において「……民衆の娯楽とし
て現今活動写真ほど多く利用せられて居るものは
ない」（中田[1924:79])と述べている。活動写
真は、l904(明治36)年に浅草六区の電気館が
初の常設館として開設されて以来、徐々に旧来の
寄席･芝居に代わって民衆娯楽の中核を占めるよう
になる。1903(明治35)年に年間220万人だっ
た活動写真館の入場者数は、1908(明治40)年
には521万人となって寄席の入場者を追い抜き、
1918(大正7)年にはll38万人に及んだという

（石川[1981:42])。
q2)引用文中の「八時間の作業」とは、l919年に
ILOの第一条約がILO加盟各国に対して、一日８
時間、週４８時間労働を目標に国内法の整備を勧
告したことを背景としている。
q3)権田保之助は「娯楽」の意義を「再創造」に見
る大林らの立場に反対し、「人間生活の創造」と位
置付けている。

04）先に見た大阪市社会調査課による『余暇生活の
研究』が、「余暇」を主題とする調査の先駆的事
例と言われながら、あくまで「労働」調査報告の
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ツ（野球など)、素人演芸（素人のど自慢、和洋音
楽、軽音楽、浪曲、落語、漫才、物真似、素人演劇、
絵画、手芸、園芸など)、ホルク･ダンス（ｽｸｴｱ･ﾀﾞ
ﾝｽなど)、ゲーム･パーティなどが挙げられている。

(25）なお引用部の次には、戦時期に<recreation>
の訳語として「厚生」が選択された経緯が言及さ
れている。即ち、「レクリエーションを何と訳し
たらよいかについては、昭和１３年、日本厚生協
会の誕生する準備委員会において、度々論議が重
ねられ、十何種類もの訳語の提案があったと思う。
慰楽、娯楽、更正、厚生、甦生、生活刷新、新生活、
余暇善用、再創造、慰安娯楽、歓喜力行、活力培
養等々である。……結局当時厚生省が発足したと
きであり……下村良明氏の主張が通って「厚生」
と訳語を定めた。厚生省の発足と並んで、当時急
激にこの文字が流行語となった。……終戦後外国
語を用いることにつき．…“レクリエーションは英
語そのままを用いるのがもっとも適当であること
が認められた」（白山[1949:1０])という。「厚生」
もまた時代の選択にかけられた訳語であったこと
が明らかになる。
(26）教育基本法の精神に基づく社会教育法によれば、
社会教育とは、「学校教育法（昭和２２年法律２６
号）に基き、学校の教育課程として行われる教育
活動を除き、主として青少年及び成人に対して行
われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーシ
ョンの活動を含む｡)」（文部省[1954:３])をいう。
引用部の末尾から、「レクリエーション」が社会教
育の一環として位置付けられていることが明瞭に
伺われる。
(27）なお１９４７年に日本レクリエーション協会設立
後３０年間で、レクリエーション指導者は、公認
で約１万人、未公認で１３万人に達しているとい
う（日本レクリエーション協会[1977:２])。

（28）ちなみに日本語の「レジャー」が日常的な流行
語になったのは1961年であるが、「余暇」（又は

な変遷に直面して、柳田国男が「時局の進展と無
関係に古い祭の形を復刻再現している」ことと対
比して、「日本の大都会に住む民衆の文化」につい
て権田保之助もそうした時局と距離を置く態度を
取り得たはずなのに、それを実行できなかったと
いうことを、鶴見は批判的に述懐している（鶴見
[1976])。ちなみに、大正期に権田とともに民衆
娯楽論の一翼を担っていた大林宗嗣も、この時期
には『共栄圏民族の厚生文化政策』(1944)を著し、
後段で述べる厚生運動論に荷担するようになる。
(21)この時期の「国民生活」論としては、例えば
以下の諸文献を挙げることができる。大河内一
男『戦時社会政策論』(1940)『国民生活の理論』
(1941～44年発表、1944年刊)、永野順造『国
民生活の分析』(1939)、篭山京『国民生活の構
造』(1943年)。戦後の生活学の基盤は、戦時期の
「国民生活」論に負うところが多いと言われる。ち

なみに、大河内一男が1974年に『余暇のすすめ』
を公刊し、1970年代の余暇社会論の一端をも担っ
ているという事実は、戦時期との対照を考えるう
えで興味深い事実である。
(22)1941(昭和16)年調査のデータを一部紹介す
ると、16歳から60歳の「工場労務者」（全国）の
「従業」時間は９時間以上で、９時間５０分前後が

多い。他方、「俸給生活者」（全国）の「従業」時
間は、l6～60歳とも約７時間強となっている
（日本放送協会[1944])。
(23）原語の捕捉は引用者による。なお引用句は、
GHQ・CIE(民間情報教育部）のゼー･ダヴリー・
ノビール少佐の言であり、これを白山源三郎がそ
の著『レクリエーション』(1949)の序文に引用
したものである。

(24）白山源三郎『レクリエーション』(1949)の記
述によるものであり、詳細としては、軽スポーツ
（ﾊﾄ'ﾐﾝﾄﾝ、．’-ﾙ･ﾊｲ、卜，シシ'･ﾎ゙ ﾙー、ｿﾌﾄ･ﾎ，-ﾙ、フリー
・ﾃﾆｽ、ワンｱｳﾄ･ﾍ､-ｽﾎ゙ ﾙー､上・ンボンなど)、素人スポー
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レジャー）という通称で社会問題の主題となった
のは、1970年を中心とする一時期である（石川
[1979:122])。

(29）この傾向は、例えば青沼[1973,1975]など、
マルクス主義的色彩の強い「余暇」論では一層強
調される。
(30）例えば、1973年のNHKの第一回「現代日本人
の意識調査」にこの趣旨の質問が見出される。

(31)この点については、既存の余暇社会学に対する
考察を重ね合わせる形で、小澤[2001]V章にお
いて若干立ち入った考察を行っている。
(32）「ゆとり社会を支える基礎目標」として、「経済
的ゆとり」は日本の水準なら現状でも許容度が大
きく、「時間的ゆとり」は年間総労働時間180()時
間、「空間的ゆとり」は一戸平均lOO㎡と、-一定
の指標が呈示されている（通産省[1991:8])。
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